
大規模災害の対応力強化 ～流域治水の推進～

【担当省庁】国土交通省

≪国による取組≫
１．大和川 直轄事業の推進

大和川直轄遊水地をはじめとした事業推進に感謝します。

①直轄遊水地の整備推進

資料提供：大和川河川事務所

JR大和路線

至奈良

至大阪

R５.６出水により、大和川から
JR大和路線内へ溢水

≪奈良県における取組≫

③窪田地区河川防災ステーション
・整備推進
・県や市町村防災部局との連携した運用 【完成イメージ】

遊水地

防災ステーション

②河川整備計画に基づく
堤防整備の早期完成

２．緊急浚渫推進事業の効果

緊急浚渫推進事業の促進に感謝します。

平成２９年の豪雨では、氾濫危険水位を約５時間（最大１７ｃｍ）超過しましたが、同程度の降雨
量である、令和５年６月の豪雨では、対策実施等の効果により、１０分間の超過にとどまりました。

R5.6.2状況

着手前

着手後

断面図寺川（桜井市磐余）

H29.10.22～10.23

R5.6.2～6.3

氾濫危険水位1.3m

磐余水位局（寺川）河川水位

氾濫危険水位1.3m

予算の推移【百万円】
Ｒ２年度 １，０１７
Ｒ３年度 １，１９１
Ｒ４年度 １，８６７
Ｒ５年度 １，９２８

くぼた

いわれ
いわれ

避難判断水位0.8m

水防団待機水位0.5m

自発的協力者（地権者）に対するインセンティブの拡充
特定開発行為等の審査に必要な技術基準策定への助言

４．奈良県平成緊急内水対策事業の効果

国からの支援により貯留施設の整備が完了した地域では、
令和５年６月出水において、浸水被害が解消もしくは大幅に軽減。

【 田原本町地下貯留施設 】
（令和２年度末完成）

R5.6出水において、田原本町が整備
した雨水貯留施設が初めて稼働。

町内では家屋浸水が発生したものの、
貯留施設の流域内では、浸水被害が
発生しなかった。

事業中容量

約30万ｍ３

必要容量に対する
事業中容量は約３割
・供用済： ３箇所
・工事中：１７箇所 計画容量

約62万ｍ３

必要容量

約97万ｍ３

【財政支援】
国：５０％、県：２０％

浸水被害解消に向け事業推進

区域指定のイメージ
凡 例

―：河川

□：貯留機能保全区域(案)

■：浸水被害防止区域(案)

（浸水深0.5m以上）

■：浸水深0.5m未満

国にお願いすること

１．大和川 直轄事業の推進

３．特定都市河川浸水被害対策事業等の促進
特定都市河川浸水被害対策法に基づく区域指定に向けた支援

４．奈良県平成緊急内水対策事業への支援

重点的な支援の継続整備効果

県や市町村が一体となって取
り組む内水対策については、
優先的に予算措置をお願いし
たい。

３．特定都市河川浸水被害対策事業等の効果
・特定都市河川浸水被害対策事業等の支援に感謝します。
・特定都市河川の指定による予算確保に感謝します。

飛鳥川（三宅町東但馬）

R5.6.2状況

令和５年６月の豪雨では、浸水被害の発生した平成２９年１０月と同程度
の降雨量（６時間雨量）を観測しましたが、対策の実施等の効果により、 東但馬
観測所地点で約８０ｃｍ水位が低減し、浸水被害を防ぎました。

河川整備計画 整備割合
大和川水系
生駒いかるが圏域 ２４％
平城圏域 ６０％
布留飛鳥圏域 ２４％
曽我葛城圏域 ２１％
合計 ２９％

飛鳥川

改修断面図
（約135m3/s→175m3/s）

【県担当部局】 県土マネジメント部河川整備課

２．緊急浚渫推進事業の恒久的な制度化

県補助
20

交付税
措置

10

（市町村）
一般財源

15

一般
財源

5

事業費　　１００

国費
50

公共事業等債　45

ひがしたじま

ひがしたじま


